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はじめに              

 

 

 

 

 

 

 

具体的施策の取組状況              

１．空家等に関する対応件数（令和３年３月末現在） 

本市に寄せられた空家等の通報及び相談への対応件数は、平成２４年６月か

ら令和３年３月末までに４８７件となり、このうち２５５件が解体や草木の伐

採などにより主訴解決に至っています。 

また、区ごとの対応件数の内訳は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

２．令和２年度具体的施策の取組状況 

（１）取組に対する評価基準及び評価 

計画の実効性を確保するため、具体的施策の取組状況について点検を行い、

相模原市空家等対策協議会において報告し、施策の有効性や効率性などの検証

及び評価を行い、その結果を施策に反映します。 

令和２年度における施策ごとの取組の進捗状況について、所管課において自

己評価を行い、空家等対策調整会議において協議した上で、相模原市空家等対

策協議会において評価を行いました。 

各取組における評価基準は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 対 応 件 数 主 訴 解 決 対 応 中 

市全域 ４８７件  ２５５件  ２３２件  

緑 区 １６０件  ６１件  ９９件  

中央区 １９３件  １２３件  ７０件  

南 区 １３４件  ７１件  ６３件  

第２次相模原市空家等対策計画は、空家等対策の推進に関する特別措置法（以

下「空家法」という。）第６条の規定に基づき策定したものです。 

本報告書は、第２次相模原市空家等対策計画第５章「計画の効果的な推進」

に基づき、令和２年度の具体的施策の取組状況について点検を行い、相模原市

空家等対策協議会において報告し、施策の有効性や効率性などの検証及び評価

を行い、施策に反映させるため作成するものです。 

Ａ 予定通り実施した。 28

Ｂ 概ね予定通り実施したが、検討が必要である。 6

Ｃ 検討予定である。 0

̶ 非該当のため評価対象外である。 8

評価 R2年度取組数説明
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（２）評価結果 

全４２の取組のうち、予定通り実施（Ａ）及び実施したが検討が必要な取組

（Ｂ）が計３４項目（８１％）でした。また、今後検討予定の取組（C）はな

く、残り８つの取組については非該当のため評価の対象外でした。 

 

 

（３）具体的施策の取組状況一覧 

基本施策Ⅰ 空家等の適切な管理の促進 

具体的施策 施策の内容
令和２年度の
主な取組、実績

R２
評価

（１）実態調査の把握
各区役所において実施する意向調査の回答から空家等の
所有者に対する効果的な対応策の検討を行った。 B

（２）市民意識の把握

各区役所で通報があった空家等の現地調査を行い、適宜
所有者等に対し文書による情報提供を実施し適切な管理
を促すとともに、意向調査を行った。（現地調査２０１
件、情報提供１２５件、意向調査６３件、解決５７件）

A

（３）通報や相談窓口の
　　　連携強化

適切な管理がされていない空家等について各区役所で相
談を受け付けた。（相談件数１３６件） A

（４）地域との協働等に
　　　よる状態及び状況
　　　の把握

市民からの通報等に対して当該空家等の状態などを把握
するため現地調査を行った。また、所有者の特定を行う
ため、関係機関との連携や周辺住民からの情報収集を
行った。

A

（５）情報の共有

対応記録等のデータベース化を行い、関係部署間で適宜
共有した。（データベース登載の空家等の数：２３２
件）

A

（１）相談窓口の充実

専門家８団体と締結した協定に基づき令和２年１１月に
連携会議を開催し、効果的な相談受付体制の構築に向け
た検討や合同セミナー実施の検討などを行った。

A

（２）相談窓口の周知

・各専門家団体の相談窓口や空家等の適切な管理方法等
について、空家情報誌へ掲載し、周知した。（９００部
作成し、空家等所有者、高齢者関係部署・機関、税務部
署及び公民館へ配布。）

A

（３）派遣相談の推進
・所有者から申請のあった２件の空家等について、相談
員を派遣し活用や管理に関する助言を行った。 A

（１）相談会や講演会等
　　　の支援

・令和２年１１月に専門家8団体と締結した協定に基づ
き連携会議を設置し、効果的な相談受付体制の構築に向
けた検討や合同セミナー実施の検討などを行なった。
【再掲】
・かながわＦＰ生活相談センターとの共催でセミナーを
開催し、空き家の活用の必要性や各種制度に関する情報
提供を行った。

A

（２）適切な管理等の
　　　周知・啓発

・各専門家団体で設置する空家に関する相談窓口や空家
等の適切な管理方法等について、空家情報紙へ掲載し、
周知した。（９００部作成し、空家等所有者、高齢者関
係部署・機関、税関係部署及び公民館へ配布。）【再
掲】

A

（２）適切な管理等の
　　　周知・啓発

・かながわＦＰ生活相談センターとの共催でセミナーを
開催し、空き家の活用の必要性や各種制度に関する情報
提供を行った。【再掲】
・市ホームページへ「空き家の利活用マニュアル」を掲
載し、利活用や管理等に関する情報の普及を促進した。

A

（３）出張による地域
　　　での啓発

実績なし（市の空家等対策などについてのまちかど講座
を１回実施予定であったが、新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため、中止となった。）

B

（４）高齢者世帯への
　　　啓発など

各専門家団体で設置する空家に関する相談窓口や空家等
の適切な管理方法等について、空家情報紙へ掲載し、周
知した。（９００部作成し、空家等所有者、高齢者関係
部署・機関、税関係部署及び公民館へ配布。）【再掲】

A

３　増加抑制の
　　周知啓発

１　空家等の実態
　　把握

２　相談体制の充実
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４　専門家団体等
　　との連携

（１）　所有者等への
　　　　支援に向けた
　　　　専門家団体等
　　　　との連携

専門家8団体と締結した協定に基づき、令和２年１１月
に連携会議を開催し、効果的な相談受付体制の構築に向
けた検討や合同セミナー実施の検討などを行なった。
【再掲】

A

（１）所有者等への
　　　情報提供

各区役所で通報があった空家等の現地調査を行い、適宜
所有者等に対し文書による情報提供を実施し適切な管理
を促すとともに、意向調査を行った。（現地調査２０１
件、情報提供１２５件、意向調査６３件、解決５７件）
【再掲】

A

（１）所有者等への
　　　情報提供

特に周辺への悪影響の程度が大きい空家等については、
所有者の訪問などを行うことにより、１４件のうち６件
が解体され問題解決した。

A

（２）業務の代行 実績なし ̶

（３）解体費の助成 実績なし ̶

（４）危険ブロック塀等
　　　の撤去の支援

市ホームページや広報紙において危険ブロック塀等撤去
奨励補助制度の周知を行った。 A

６　関係法令の運用
（１）関係法令による
　　　適切な管理指導

各区役所において受け付けた相談のうち、関係法令によ
る対応が可能な案件については、適当な関係部署（土木
事務所等）での対応がなされるよう事案の橋渡しを行っ
た。

A

５　自主的な改善の
　　促進

 

 

基本施策Ⅱ 空家等の利活用促進 

具体的施策 建築・住まい政策課
令和２年度の
主な取組、実績

R2
評価

（１）購入・借用希望者
　　　への情報提供

市ホームページに「全国版空き家バンク」を掲載し、登録されている
空家等の情報を全国の購入・借用希望者に対し情報提供を行った。
（令和2年度：新規登録件数1件）

B

（２）適切な管理等の
　　　周知・啓発

各専門家団体で設置する空家に関する相談窓口や空家等の適切な管理
方法等について、空家情報紙へ掲載し、周知した。（９００部作成
し、空家等所有者、高齢者関係部署・機関、税関係部署及び公民館へ
配布。）【再掲】

A

（３）適切な管理等の
　　　周知・啓発
　　　【再掲】

・かながわＦＰ生活相談センターとの共催でセミナーを開催し、空き
家の活用の必要性や各種制度に関する情報提供を行った。【再掲】
・市ホームページへ「空き家の利活用マニュアル」を掲載し、利活用
や管理等に関する情報の普及を促進した。【再掲】

A

（１）子育て世帯等
　　　による活用促進

他市の事例などを収集し、本市の子育て世帯等のニーズにあった施策
の研究を行った。 B

（２）中古住宅の
　　　取得促進

住宅金融支援機構が行う中古住宅の取得支援に関する取組について、
住宅金融支援機構と情報交換を行った。 B

（３）住宅の品質確保の
　　　促進

消費者や事業者等の問合せに対して制度の趣旨など説明や国の窓口を
案内した。 ̶

（４）住宅取得時の
　　　安心感の醸成

安心Ｒ住宅制度（特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度）のパン
フレットを建築・住まい政策課窓口に配架し、情報提供を行った。 A

（５）借用・賃貸希望者
　　　への啓発

一般社団法人移住・住みかえ支援機構が実施するマイホーム借上げ制
度について、ホームページに掲載し周知した。 A

（１）地域活動拠点
　　　としての活用促進

関係課による打合せを行い、地域、民間事業者及び関係課による空家
活用に向けた仕組みづくりについての検討を行った。 A

（２）まちづくりに
　　　つながる活用
　　　の支援

関係課による打合せを行い、地域、民間事業者及び関係課による空家
活用に向けた仕組みづくりについての検討を行った。【再掲】 A

３　地域の活性化や
　　まちづくりに向
　　けた活用

１　利活用に関する
　　周知・啓発

２　中古住宅として
　　の流通及び活用
　　促進
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基本施策Ⅲ 特定空家等に対する措置 

具体的施策 施策の内容
令和２年度の
主な取組、実績

R2
評価

（１）所有者等への
　　　情報提供【再掲】

各区役所で通報があった空家等の現地調査を行い、適宜
所有者等に対し文書による情報提供を実施し適切な管理
を促すとともに、意向調査を行った。（現地調査２０１
件、情報提供１２５件、意向調査６３件、解決５７件）
【再掲】

A

（１）所有者等への
　　　情報提供【再掲】

特に周辺への悪影響の程度が大きい空家等については、
所有者の訪問などを行うことにより、１４件のうち６件
が解体され問題解決した。【再掲】

A

（２）業務の代行
　　　【再掲】

実績なし【再掲】 ̶

（３）解体費の助成
　　　【再掲】

実績なし【再掲】 ̶

（４）危険ブロック塀等
　　　の撤去の支援
　　　【再掲】

市ホームページや広報紙において危険ブロック塀等撤去
奨励補助制度の周知を行った。【再掲】 A

（１）基本的な考え方
　　　（対応方針）

̶ ̶

（２）特定空家等の
　　　判断基準

̶ ̶

（３）特定空家等への
　　　措置

・前年度に勧告を行った３件の特定空家等のうち１件に
ついて、解体され問題解決した。残る２件の特定空家等
については、所有者を訪問するなどし問題解決を促し
た。
・１件の空家等について、状態把握及び是正措置の検討
のため立入調査を実施した。

A

（４）空家法等の適切な
　　　運用

空家法運用上の課題の把握等を目的として、法律相談を
１回行った。 A

（１）関係法令による
　　　適切な管理指導
　　　【再掲】

各区役所において受け付けた相談のうち、関係法令によ
る対応が可能な案件については、適当な関係部署（土木
事務所等）での対応がなされるよう事案の橋渡しを行っ
た。【再掲】

A

（２）不在者・相続財産
　　　管理人選任の
　　　申立て

̶
（対象となる案件がなかった。） ̶

４　専門家団体など
　　との連携

（１）所有者等への
　　　支援に向けた
　　　専門家団体等
　　　との連携【再掲】

専門家8団体と締結した協定に基づき、令和２年１１月
に連携会議を開催し、効果的な相談受付体制の構築に向
けた検討や合同セミナー実施の検討などを行なった。
【再掲】

B

３　民法等での対応

１　自主的な改善の
　　促進

２　特定空家等に
　対する措置
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（４）令和２年度の取組に対する成果と課題 

基本施策 主な成果 主な課題

基本施策Ⅰ
空家等の適切な管理の促進

　各区役所で市民に身近な窓口として相談を
受け付け、対応を図ることができました。
　また、関係法令に基づき、対応が可能な案
件について事業主管課へ情報提供を行うこと
ができました。

　空家等の増加抑制のため、適切な管理方法
や市の空家等対策について、引き続き市民へ
周知・意識啓発を実施する必要があります。
　また、出張による地域での意識啓発につい
ては、新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止となったため、今後はコロナ禍にお
ける対応策の検討が必要となります。

基本施策Ⅱ
空家等の利活用促進

　本市に所在する売却・賃貸意向のある空家
等の物件情報を「空き家バンク」に登録し、
全国の購入・借用希望者に対し情報提供を行
い利活用の促進を図ることができました。
　また、空き家に関するセミナーの開催のほ
か、利活用マニュアルを配布することによ
り、利活用に関する一層の情報提供を行うこ
とができました。

　空家等の利活用に関して、引き続き情報提
供に努めるとともに、若年・子育て世帯の移
住・定住の誘導促進策の検討を併せて行い、
中古住宅や空き家の売買を促進する支援制度
の創設を検討する必要があります。

基本施策Ⅲ
特定空家等に対する措置

　特に周辺住民の生活環境に深刻な影響を及
ぼしている空家等の対応について、所有者と
面会を行うことや、市の空家対策事業を紹介
することなどにより、14件のうち6件の空家
等が解体され問題解決に至ることができまし
た。

　地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼす
恐れのある空家等の所有者等に対して情報提
供を行うほか、特定空家等の所有者等に対し
ては勧告等の措置を実施し、適正管理の促進
を図る必要があります。
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参考資料 
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令和２年度 空家等所有者等の意向調査 
 
１ 調査の目的 

空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）が、当該空家等について将 

来的にどのように考えているかをアンケート調査し、その結果を今後の空家等対策の検

討材料とするため実施します。 
 

２ 実施方法 

市内にある近隣周辺に影響を及ぼしている空家等の所有者等に対し、各区役所から情

報提供する文書に「空き家所有者等意向確認書」を同封し返送してもらう。 

※電話又はＦＡＸでも受付可 

 

３ 調査期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日 

 

４ 対象者 

市民などから寄せられる空家等に関する通報等をうけ、各区役所が現地確認を行った 

もののうち、空家法第１２条の規定により情報提供する当該空家等の所有者等（１２５

人） 

 

５ 有効回答者数 

   ４３人（回答率３４．４％） 

 

６ 調査内容及び結果 

（１）調査内容 

設問「所有又は管理する空家等について、将来的にどのように考えているか、次の 

ア及びイそれぞれにチェックしてください。」 

ア 適正管理に向けた対応 

 

 

 

 

イ 今後の利用等意向

□草木を剪定する  □雑草を除去する  □ごみ等を撤去する 

□修繕工事する   □倒壊・落下等の危険を除去する 

□解体する     □未定 

□賃貸する    □売却する     □所有者やその親族が利用する 

□所有者やその親族以外が利用する   □そのままにしておく 

□アパート等に建て替える       □解体する  □未定 



8 
 

（２）調査結果 

ア 適正管理に向けた対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体のうち、所有又は管理する空家等について、今後適正な管理に向けた対応を行

う予定のある人は約９割となっており、その内訳は「草木を剪定する」（３４．６％）

が最も高くなっています。次いで「雑草を除草する」（２８．２％）、「倒壊・落下等の

危険を除去する」（１０．３％）、「解体する」（７．７％）、「ごみ等を撤去する」（６．

４％）、「修繕工事する」（２．６％）と続いています。 

一方、対応を行う予定のない「未定」（３．８％）については、当該空家等がそのま

ま放置されることによる状態悪化が進み、周辺への悪影響も深刻となっていくことが

想定され、今後、予定がない人に対する効果的な情報提供手法の検討が必要です。 

イ 今後の利用等意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体のうち、所有又は管理する空家等について、今後売却や利用等の予定がある人
は約７割を占め、その内訳は「売却する」（３８．３％）が最も高くなっています。次
いで「所有者やその親族が利用する」（１４．９％）、「解体する」（１２．８％）、「賃
貸する」「所有者やその親族以外が利用する」（いずれも２．１％）と続いています。 

   一方、「そのままにしておく」（６．４％）及び、売却や利用等の予定がない「未定」
（１７．０％）の回答も見受けられ、「ア 適正管理に向けた対応」の調査結果同様、
当該空家等がそのまま放置されることによる状態悪化が進み、周辺への悪影響も深刻
なものとなっていくことが想定され、今後、予定がない人に対する効果的な情報提供
手法の検討が必要です。 
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第２次相模原市空家等対策計画【抜粋】 

※２重下線をひいた用語については、P１４において解説があります。 

空き家の状況（総務省 住宅・土地統計調査）          
１ 全国（平成３０年調査） 

空き家（空家法に規定する空家等に当てはまらない、共同住宅のうちの１つの空き室

などを含む。）及び空き家率は増加傾向です。 

空き家の内訳は、「賃貸用の住宅」が４３１万戸と全体の約半分を占め、「売却用の住

宅」が２９万戸、「二次的住宅」が３８万戸、「その他の住宅」（長期不在、取壊し予定

などの住宅）が３４７万戸と全体の４１．１％となっています。 
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２ 本市（平成２５・３０年調査） 

平成２５年の調査では３５，９２０戸であったものが、平成３０年の調査では 

３６，２００戸と増加傾向にあります。総住宅数に占める空き家の割合は、前回調査の

１０．６％から１０．４％に０．２ポイント減少したものの、空き家のうち賃貸用、売

却用及び二次的住宅のいずれにも当てはまらないその他の住宅の割合が１．０ポイント

増加しています。 

 

 

 

空き家の内訳  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 数値は四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しません。 

 ※ 住宅・土地統計調査は、５年ごとに総務省が行う抽出調査で、数値は推計値です。 

      平成２５年住宅・土地統計調査      （戸）  

地域  総  住  宅  数  空  き  家  総数との割合  

全国  ６０，６２８，６００ ８，１９５，６００ １３．５％ 

相模原市  ３３７，６４０ ３５，９２０ １０．６％ 

緑区  ７７，９８０ ８，５００ １０．９％ 

中央区  １２４，１６０ １３，０１０ １０．５％ 

南区  １３５，４９０ １４，４１０ １０．６％ 

  
         平成３０年住宅・土地統計調査      （戸）  

地域  総  住  宅  数  空  き  家  総数との割合  

全国  ６２，４０７，０００ ８，４８９，０００ １３．６％ 

相模原市  ３４９，７００ ３６，２００ １０．４％ 

緑区  ８０，６００ ９，０６０ １１．２％ 

中央区  １３０，０００ １３，９２０ １０．７％ 

南区  １３９，０７０ １３，２５０ ９．５％ 
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用語解説 

用語 解説 

空き家 住宅・土地統計調査における定義で、居住世帯のない住

宅のうち、一時現在者のみの住宅及び建築中の住宅以外

の住宅をいう。状態により、「二次的住宅」、「賃貸用の住

宅」、「売却用の住宅」、「その他の住宅」に分類される。 

空き家率 住宅・土地統計調査において、住宅総数に対する空き家

数の比率をいう。 

住宅・土地統計調査 ５年ごとに国が実施している調査で、日本の住宅とそこ

に居住する世帯の居住状況、世帯の保有する土地等の実

態を把握し、その現状と推移を明らかにする統計調査を

いう。調査の結果は、住生活基本法に基づいて作成され

る住生活基本計画、土地利用計画等の諸施策の企画、立

案、評価等の基礎資料として利用される。 

その他の住宅 住宅・土地統計調査における定義で、空き家のうち、「二

次的住宅、賃貸用及び売却用の住宅」のいずれにも当て

はまらない住宅をいう。例えば、転勤・入院などのため

居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどの

ために取り壊すことになっている住宅などをいう。なお、

空き家の区分の判断が困難な住宅を含む。 

賃貸用の住宅 住宅・土地統計調査における定義で、空き家のうち、新

築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住

宅をいう。 

二次的住宅 住宅・土地統計調査における定義で、空き家のうち、次

のいずれかに当てはまるものをいう。 

・別 荘･････週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目

的で使用される住宅で、ふだんは人が住んでいない住宅 

・その他･････ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅

くなったときに寝泊まりするなど、たまに寝泊まりして

いる人がいる住宅 

売却用の住宅 住宅・土地統計調査における定義で、空き家のうち、新

築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住

宅をいう。 
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